
第 1 問 答 案 用 紙＜ 1＞

（会 計 学） ＼動画は↓をクリック／

問題 1

問 1

437,500 円

問 2

99,000 円

問 3

ア 4,750 イ 190 ウ 60

エ 97 オ ３ カ 管理可能

問 4

完成品総合原価 月末仕掛品原価 異常仕損費

23,401,720 円 1,909,850 円 108,180 円

問 5

仕損が工程の定点で発生する場合には，仕損費のうち加工費部分を完成品と月末仕掛品に按分

する際，度外視法では加工費完成品換算量の比を用いるのに対し，非度外視法では生産量の比を

用いる点が異なる。

問 6

40％検査点で工程を２つに区切り，いずれの工程でも検査点が終点となるように工程別総合原

価計算を実施すれば，度外視法と非度外視法とで計算結果が一致する。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。

https://www.youtube.com/playlist?list=PL5mz-HVLFYC-sElPvdZVqKgCpQ8ndyRXW


第 1 問 答 案 用 紙＜ 2＞

（会 計 学）

問題 2

問 1

原料ａ 80,000 円（有利・不利）

原料ｂ 240,000 円（有利・不利）

原料ｃ 20,000 円（有利・不利）

問 2

配 合 差 異 歩 留 差 異

原料ａ 100,000 円（有利・不利） 20,000 円（有利・不利）

原料ｂ 225,000 円（有利・不利） 15,000 円（有利・不利）

原料ｃ 25,000 円（有利・不利） 5,000 円（有利・不利）

問 3

配 合 差 異 歩 留 差 異

原料ｃ 20,000 円（有利・不利） 40,000 円（有利・不利）

問 4

原料ｃについて， 問 2 の配合差異が不利差異であり， 問 3 の配合差異が有利差異である

ことから，相対的に価格の低い原料が多く消費されたと解釈すべきである。

問 5

① 仕掛品 ② インプット法 ③ 総合

④ 能率差異 ⑤ 操業度差異 ⑥ 変動費率

ア ８ イ ３ ウ 100 エ 20 オ 19 カ ２

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。



第 2 問 答 案 用 紙＜ 1＞

（会 計 学）

問題 1

問 1

( ア ) 7,000 ( イ ) 10,290

問 2

急成長が予測される製品Ａの市場において市場占拠率の拡大を図るには，広告宣伝活動に伴う

販売費の増大が必要不可欠である。しかし，製品Ａに関して目標営業利益の達成のみを重視した

場合，予算を超える販売費の増大が抑制され，次年度における製品Ａの積極的な販売活動がなさ

れない可能性があるため適切ではない。

問 3

製品Ｂの予算実績差異を損益計算書の項目別に分析した結果，売上高差異2,600千円，変動販

売費差異620千円，固定販売費差異1,000千円の各不利差異は販売課が責任を負っており，販売活

動は営業利益にマイナスの影響を与えている。他方，変動製造原価差異4,280千円，固定製造原

価差異1,000千円の各有利差異は製造課が責任を負っており，製造活動は営業利益にプラスの影

響を与えている。

問 4

(ア) 原価標準を高く設定すれば，予算原価は高く，目標営業利益は低く設定され，目標営業利

益と実績との差異が有利差異となりやすくなる。

(イ) 高い原価標準が長年変更されないと，原価を大きく削減しなくとも，当該原価標準を少し

でも下回れば有利差異となり，高評価が得られる。

問 5

設問 1

(ア) 890千円( 不利 差異) (イ) 1,335千円( 有利 差異)

(ウ) 2,225千円( 不利 差異)

設問 2

製品Ｂの販売数量差異は890千円の不利差異となっているが，不利差異である市場総需要量差

異2,225千円は販売課にとって管理不能であり，管理可能であるのは有利差異である市場占拠率

差異1,335千円のみであると考えられる。したがって，貢献利益への影響の観点からは，販売活

動は貢献利益にプラスの影響を与えていたと評価される。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。



第 2 問 答 案 用 紙＜ 2＞

（会 計 学）

問題 2

問 1

363,208 千円

問 2

設問 1

ア イ ウ

6,072 個 Ｃ 90,700 千円

エ オ カ

1,984 個 9,599 個 1,081,038 千円

設問 2

製品Ｂのみを製造販売する場合，差額収益は1,397,500千円，差額原価は997,500千円，差額利

益は400,500千円となる。一方，製品Ｃのみを製造販売する場合，差額収益は1,363,200千円，差

額原価は872,000千円，差額利益は491,200千円となり，製品Ｃのみを製造販売する方が差額利益

が90,700千円多くなる。

設問 3

機械作業時間１時間当たり貢献利益は，製品Ｂが290千円，製品Ｃが310千円であり，まずは製

品Ｃを最大購入可能数量の9,600個，製品Ｂを残余時間で1,983個製造することを考える。しかし，

機械作業時間に６分の残余時間が生じるため，製品Ｃ１個を犠牲にして製品Ｂを１個増産するこ

とで，貢献利益をさらに25千円増加させることが可能である。したがって，製品Ｂを1,984個，

製品Ｃを9,599個製造販売した場合に営業利益は最大となる。

設問 4

① ②

内部失敗コスト 外部失敗コスト

設問 5

製品設計の内容を多部門で事前にレビューして設計不良や仕様漏れを発見することで，製品性

能の不足や誤動作を抑制することができる。また，製品がどのように故障するのかを事前に洗い

出し，発生頻度や影響度を評価して改善することで，早期故障や安全性の欠如を抑制することが

できる。これらの取組の結果，内部失敗コストおよび外部失敗コストの削減が期待される。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。


